
　　(単位:円)

科目 金額 科目 金額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

【流動資産】                        1,877,430,219 【流動負債】                        816,441,315

　　 現金及び預金 480,379,579      未払金                         8,833,835

     貯蔵品                         47,876,337      未払費用                       750,059,570

     未収金 24,944      預り金                         473,336

     預け金                         1,282,502,702      未払事業所税                   454,500

     未収入金                       61,997,183      未払法人税等                   37,520,000

     前払費用                       3,613,139      未払消費税等 9,964,900

     その他 1,328,547      賞与引当金                     9,135,174

     貸倒引当金                     △292,212 【固定負債】                        7,425,428

【固定資産】                        122,747,098      退職給付引当金                 7,425,428

   【有形固定資産】                 27,009,223

     建物                           1,513,994 負　債　合　計 823,866,743

     建物附属設備                   2,994,325 （純 資 産 の 部）

     工具器具備品                   92,607,324 【株主資本】                        1,176,310,574

     減価償却累計額                 △ 70,106,420 　【資本金】 82,500,000

   【無形固定資産】                 47,307,543 　【資本剰余金】 227,978,502

     電話加入権                     682,296 　　資本準備金 2,500,000

     ソフトウェア         46,625,247 　　その他資本剰余金 225,478,502

   【投資その他の資産】               48,430,332 　【利益剰余金】 865,832,072

     関係会社株式 5,000,000     利益準備金                     20,625,000

     長期前払費用                   10,612,728 　　その他利益剰余金 845,207,072

     繰延税金資産                   32,817,604 　　  繰越利益剰余金 845,207,072

純 資 産 合 計 1,176,310,574

資産合計 2,000,177,317 負債･純資産合計 2,000,177,317

貸借対照表

2026年3月31日現在



個別注記表

Ⅰ　重要な会計方針

　１．資産の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　貯蔵品 先入先出法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

　２．有形固定資産の減価償却の方法 建物並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物

　　　・・・・・・・・・・・・・・・定額法

その他・・・・・・・・・・・・・・・定率法

　　　無形固定資産の減価償却の方法 　　　・・・・・・・・・・・・・・・定額法

　３．引当金の計上基準

　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、法人税法の規定に基づく限度額（法定繰入率）により計上し、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　賞与引当金 賞与引当金は従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。

　退職給付引当金 退職給付引当金は従業員の退職金支給に充てるため、期末日における退職給付債務に基づき、

当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。




